
団体名： 新城市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 172.8 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 105.3 ％） （達成度 112.5 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 109.7 ％） （達成度 109.1 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 104.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 146.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 277.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 120.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 80.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

小規模事業者

指標
巡回窓口指導延件数

指標
課題解決提案件数 小規模事業者に対し、経

営、金融、税務などの経営
に関する相談や指導、各
種施策の普及により経営力
の向上を図るとともに経営
環境の改善や新規創業者
の創出にもに寄与した。

実績
数値

40

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

記帳継続指導事業

小規模事業者を対象に正しい記
帳方法の指導と決算・申告に係る
指導を行う。
適正な税務の申告と記帳事務の
合理化を図り、小規模事業者の収
益基盤の向上に資するため実施
する。

指導対象者数　236人
指導延日数　1327日
指導延回数　3376人

小規模事業者

指標
指導延日数

指標

目標
数値

1200
実績
数値

2074
目標
数値

40

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

巡回・窓口相談指
導事業

小規模零細企業に対し経営指導
員等の職員が訪問し、金融・税務・
労務・経営一般の相談指導、各種
施策・情報の提供を行うことによ
り、経営・技術の改善を図り、健全
な企業の育成と企業の継続的な発
展と課題解決に取組む。

巡回指導
　実企業542件（内非会員9件）
　延回数1070件（内非会員9件）
窓口指導
実企業　443件（内非会員15件）
延回数　1004件（内非会員39件）
・課題解決提案件数　　40件
・経営革新承認件数　　　5件

講習会事業

小規模事業者が経営上必要な、
金融、税務、経理、情報化等の知
識やそれぞれの業種に応じたあら
たな技術を習得するとともに、多様
化する経営環境に対応しうる経営
能力の向上に資することを目的と
し実施する。

講習会開催回数及び受講者数
　集　団　19回　351人
　　（内、経営革新　1回　13人）
　個　別　　　4回　　251人

小規模事業者

指標
集団講習会出席者数

目標
数値

1260
実績
数値

1327
目標
数値

3000
実績
数値

指導延回数 適切な記帳指導を行い複
式簿記により決算書を作成
することで正しい税務関係
書類の作成や、記帳機械
化による記帳業務の合理
化により小規模事業者の収
益の改善に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果3376

産業活性化事業

地域全体の振興に資する各種イ
ベント等を実施及び参加するととも
に、行政及び各種団体等と連携
し、地域の活性化と発展、街づくり
に積極的に関与し、商工業全体の
発展に寄与することを目的とする。

のんほいルロット軽トラ市
　　　　　　　27973人
納涼商店街まつり　30000人
桜まつり観光物産店　8000人

商工業者

指標
イベント来場者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
320

実績
数値

351
目標
数値

230

指標
個別商談会出席者数 小規模事業者の経営改

善、情報化対策などの資質
の向上、円滑な事業運営
に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
251

労働保険事業

委託事業主より労働保険に関する
申告・納付及び各種届出等の事
務を代行することにより、中小企業
の事務負担の軽減と適正な労働
保険手続きの推進を図る。

労働保険委託事業所の労働保険
料の申告納付指導及び各種届出
処理
委託事業所数　292件 労働保険委託事

業所

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
63000

実績
数値

65973
目標
数値

指標

イベント開催や、各種メディ
アを活用した広報により市
内への流入人数の増加と
市民の消費喚起を図り地
区内経済の活性化に寄与
した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

目標
数値

200
実績
数値

292
目標
数値

委託事業所数
指標

煩雑な労働保険事務を代
行することにより事務負担
の軽減と適切な労働保険
事務手続きを推進した。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

経営強化事業

市内企業の経営基盤の強化に資
する体質強化、労働環境の改善及
び福利厚生制度の充実を図ること
により、労務環境の改善と企業の
経営力の向上を目的とする。

外国人技能実習生受入企業　10
社
事業者の福利厚生に寄与する諸
事業の開催
参加者　545人 商工業者

指標
厚生事業参加数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

青年部女性部事業

若手後継者及び事業に従事する
女性に対し、資質の向上、地域活
性化を目的とする諸事業の実施。
部員相互の連携を強化、組織拡
大のための諸事業を実施し、資質
向上と組織の充実を目的として実
施する。

参加者数延
青年部　289人・女性部　412人

青年部女性部員

指標
事業参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
200

実績
数値

555
目標
数値

指標

商工業者の従業員の労務
環境の改善、従業員に対
する福利厚生の充実、企
業の国際貢献による企業
価値の向上に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

部会委員会事業

商業・工業などの部会及び委員会
活動を行うことにより、企業間の連
携を深め、情報の共有化と経営体
質の強化を図ることにより、商工会
会員事業所の発展に資する。

商業部会　2回
観光小部会　2回
みやげ品部会　2回
定住促進協議会　7回
総務委員会　2回
事業委員会　3回
支部長連絡協議会　2回
農商工連携協議会　1回
工業部会　３回

商工会員

指標
実施回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
580

実績
数値

701
目標
数値

指標

資質向上を目的とした講習会等の
開催は専門的知識や高度な技術
習得により経営基盤の向上につな
がった。地域活性化を目的とした
軽トラ市事業への出店や商品開発
は当地の知名度を向上させた。ま
た、組織の充実を目的とした親睦
事業では交流事業等を通じ部員
相互に強固な絆を結ぶことができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査広報事業

小規模事業者を中心とした商工業
者に対し、各種施策の普及、情報
の伝達を図ることを目的とする。

情報伝達手段としての会報発行回
数　12回
必要な情報伝達手段としてのホー
ムページ随時更新

商工業者

指標
広報回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
30

実績
数値

24
目標
数値

指標

部会等を通じ共同事業に
取り組むことにより情報交
換の推進と会員相互の連
携が図られた。また、地域
活性化へ向けた取組みに
より商工会の機能強化も図
られた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
12

実績
数値

12
目標
数値

指標

会報・ホームページの活用
により各種施策の普及が図
られた。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 新城市商工会

得られた効果 備考
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 123.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 46.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 66.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 50.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 136.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 140.0 ％） （達成度 101.3 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

産業団体指導事業

税務団体等及び業種別団体等の
事業運営の支援協力、行政の事
業実施に協力することにより、地域
社会の発展に貢献し、事業者間の
連携強化と各種施策の浸透を図
り、事業者の経営能力の向上に資
する。

新城青色申告会　35回
新城法人会　７回
新城カード組合　24回
愛知県建設業組合等　8回

団体加入事業者

指標
参加事業所数

地域経済動向調査
事業

地域の経済動向について調査を
行いデータ－を収集・分析した成
果物を、域内小規模事業者が事
業計画を策定する上で必要な基
本情報として提供することを目的と
する。

小規模事業者アンケート調査
　　　　　　　　　　　　　1回（件）
広域経済動向データ調査
　　　　　　　　　　　　　4回

小規模事業者

指標
アンケート実施回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
60

実績
数値

74
目標
数値

指標

各団体加入者の福利厚
生、会員相互の親睦、知識
の向上、税務団体との連携
による税務知識の向上など
に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

経営状況分析事業

経営分析データの活用によって、
さまざまな角度から見た財務の状
況、自社の強み・弱み、課題等の
把握と、事業計画策定の重要性を
認識させ、その後の伴走型支援に
つなげることを目的とする。

経営状況分析件数　28件

小規模事業者

指標
経営分析回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

○

目標
数値

1
実績
数値

1
目標
数値

指標

小規模事業者のニーズを
把握し、課題の抽出につな
がり、支援実施につながっ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事業計画策定・実
施支援事業

目標が明確でないまま事業展開し
ている小規模事業者における経営
分析の結果や経営課題を抽出す
ることにより、前向きな事業展開へ
と導き、その目標到達までの確実
性を高めることを目的とする。

事業計画策定セミナー　1回
事業計画策定個別相談会　2回
創業セミナー　　　　　　1回

小規模事業者

指標
ｾﾐﾅｰ開催回数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営分析をおこな
うための経営自体
の提供を受け入れ
る事業者の確保に
課題があり、改善
の余地がある。

○

目標
数値

60
実績
数値

28
目標
数値

指標

個々の事業者の経営実態
を把握することにより、各事
業の抱える課題、問題解決
へ向けた支援目標の設定
に寄与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

需要動向調査

地域内小規模事業者が提供する
商品等に対する、消費者における
嗜好の把握と、購買動向に関する
調査を行うことで、商品等のブラッ
シュアップを行い販路拡大につな
げることを目的とする。

消費者購買動向アンケート
　　　　　調査実施事業者数　　2件
バイヤーに対するアンケート調査
　　　　　　　　実施事業者数　　1件

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

○

目標
数値

3
実績
数値

2
目標
数値

指標

経営計画の策定に資する
講習会の実施により、事業
者自身が経営計画を策定
の必要性、留意点の把握
に役立った。
創業者に対する支援に寄
与した。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

○

目標
数値

6
実績
数値

3
目標
数値

アンケート実施回数
指標

アンケートを実施し、ニーズ
の調査をすることにより、販
路の拡大に必要なマーケッ
トニーズの把握に寄与し
た。

総
合
評
価

Ｂ

実績
数値

需要（販路）開拓支
援事業

商品・技術・サービスの開発は積
極的に取り組んでいるが、その後
の戦略がないため、販路が狭くうま
くいっていないケースがみられる小
規模事業者の販売方法を見直し、
域外の顧客を獲得することを目的
とする。

需要開拓支援件数　　　　41件

小規模事業者

指標
支援件数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

若手後継者育成事
業

事業所の円滑な世代交代目的とし
た事業継承セミナー、新たな需要
の獲得を目的とした販路開拓セミ
ナーを開催し部員の事業所の経
営の安定化を図った。
若手経営者間のネットワークを強
化し、販路開拓への取り組みの一
助とし、代表的な事例を学ぶことに
より、地域を担うリーダシップを持
つ人材の育成を図った。

セミナー　2回　56名
全国大会参加　３名
全国大会自己負担参加　５名

若手経営者

指標
講習会参加者盂

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

○

目標
数値

30
実績
数値

41
目標
数値

指標

需要の拡大の取組みに向
けた取り組み支援により、
新たな顧客獲得へ寄与し
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果目標

数値
40

実績
数値

56
目標
数値

75

指標
満足度 事業継承、販路開拓セミ

ナーでは、失敗しない経営
者の考え方、効率的な時
間使い方について学習し
た。
　青年部全国大会への参
加により、青年部活動の重
要性を再確認し、先進的な
取組みを学ぶことによりリー
ダーシップの醸成に寄与
し、大変有意義なものと
なった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
76

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


